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１．予算の概要 

（１）基礎的事項 
 
〇会計年度：４月１日～３月３１日 
 
〇予算成立までの流れ 
 11月～12月 ・国民からの意見募集 
 １月頃    ・内閣において予算検討・承認 
 ２月    ・財務大臣が予算案を国会に提出 
 ３月    ・予算委員会での審議 
       ・国会が予算案を可決 
       ・大統領の同意 
       ・予算法として成立 
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［出典：MOF | Singapore Budget 2020| Budget Process］ 



１．予算の概要 

（２）2020年度予算規模比較 

The Japan Council of Local Authorities for 
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歳 出 歳 入 税 収 
人 口 
面 積 

シンガポール 

6兆6,886億円 
（S$836億800万） 

6兆808億円 
（S$760億1,000万） 

5兆5,418億円 
（S$692億7,300万） 

563万人 
719.9㎢ 

特別移転費 

1兆7,585憶円 
(S$219億8,200万) 

純投資収益 

1兆4,905億円 
(S$186億3,200万) 

計 
8兆4,471憶円 

(S$1,055億9,000万) 

計 
7兆5,713憶円 

(S$946億4,200万) 

日 本 
 国：100兆8,791億円 
地方：90兆7,397億円 

 国：100兆8,791億円 
地方：90兆7,397億円 

  国：63兆5,130億円 
地方：40兆9,366億円 

1億2,601万人 
377,971㎢ 

（S$１≒80円） 

［出典：シンガポール政府公表資料、Analysis of Revenue and Expenditure Financial Year 2020 
     総務省HP］ 
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１．予算の概要 
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機関名 内 容 

テマセク・ホールディングス 
（Temasek Holdings (Private) Limited） 
 
 
 
 

シンガポール政府が保有していた株式資産等の運営や政
府系企業群を管理する目的で1974年に設立された政府系

投資会社。傘下企業の上場で得た株式の売却益などを元
手に、国内外の企業への投資活動を積極的に展開。  
  

GIC（旧シンガポール政府投資公社） 
（GIC Private Limited) 

シンガポールの外貨準備運用等を行う目的で1981年に設
立された政府系投資ファンド。2013年にGovernment of 
Singapore Investment CorporationからGIC Private Limitedに
名称を変更。 
  

［出典：テマセク・ホールディングスHP、GICHP］ 

（３）シンガポールの特色（政府系投資機関） 
 
政府の準備金を運用する機関が歳入予算に貢献。 
 →純投資収益の一部を歳入予算に繰り入れる 
  （2020年度予算では、純投資収益S$186億3,200万を歳入に繰り入れ） 
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（１）テーマ「Advancing as One Singapore」 
 
 

 主なポイント 
 
1. Immediate Challenges 
       COVID-19、世界の構造変化、技術革新等への対応 
 
2. Growing our Economy and Creating Opportunities for Our People 

       テクノロジー、イノベーション、グローバルアジアハブとしての位置付け 
 

3. Caring for Singaporeans, Building an Inclusive Home 
    若者、世帯、高齢者、障害者等への支援 
 
4.  Sustaining Singapore’s Successes 
    気候変動への対応、健全な財政の持続可能性 

 

 

 
  
 

  

6 ［出典：シンガポール政府公表資料、Budget 2020: Advancing As One Singapore］ 
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（２）2020年度予算の概要 
 

 歳出予算 S$1,055億9,000万（前年度 S$955億4,900万） 

  対前年度比 S$約100億4,100万（10.5%）増 

    ・国民の雇用や企業の運転資金等の経済対策の増 

     ・COVID-19対策による増 

         

 歳入予算 S$946億4,200万（前年度S$920億6,400万円） 

  対前年度比 S$約25億7,800万（2.8%）増 
  ・消費税（GST）、資産税、車両税、自動車割当手数料が減少 

  ・法人税、所得税、印紙税、法人機関による収入※１が増加 

  
 予算収支 S$△109億4,800万（前年度S$34億8,500万円） 
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注１ 歳入は政府投資機関の純投資収益繰入後の数値、歳出は特別移転費繰出前後の数値 
※１ 法定機関：各監督省庁の傘下にある政府の行政機関（例：シンガポール金融管理庁（中央銀行）、シンガ
ポール政府観光局（STB）など）  



２．2020年度予算のポイント 

（３）シンガポールの一般会計・歳入予算と歳出予算の推移 

8 

The Japan Council of Local Authorities for 

 International Relations, Singapore 

674  
710  735  

778  781  
836  

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

2015 2016 2017 2018 2019 2020

歳 出 
億Ｓ＄ 

年 

［出典：シンガポール政府公表資料、Analysis of Revenue and Expenditure Financial Year 2020］ 
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注１ 歳入は政府投資機関の純投資収益繰入前の数値、歳出は特別移転費繰出前の数値。 
注2 2015～2018年は決算ベース数値、2019年は決算見込み数値、2020年は予算ベース数値 



２．2020年度予算のポイント 
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［出典：シンガポール政府公表資料、Analysis of Revenue and Expenditure Financial Year 2020］ 

億Ｓ＄ 

（４）各部門別歳出額 (2019と2020年度の比較) 
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３．シンガポールと日本の予算 

（１）2020年度一般会計・歳出予算 
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防衛 

S$150.9億 

（18.0%） 

交通 

S$109.1億 

（13.1%） 

保健 

S$134.1億 

（16.0%） 

教育 

S$132.8億 

（15.9%） 

内政 

S$69.8億 

8.4% 

都市開発 

S$44.6億 

5.3% 

貿易・産業 

S$38.1億 

4.6% 

社会・家族開発 

S$32.5億 

3.9% 

環境・水 

S$29.4億 

3.5% 

人事  

S$24.8億 

3.0% 

文化等  

S$22.8億 

2.7% 

財政 

S$11.0億 

1.3% 

首相府  

S$10.5億 

1.3% 

 

情報通信  

S$10.4億 

1.2% 

国家機関  

S$6.8億 

0.8% 

外交  

S$4.5億 

0.5% 

法律  

S$3.9億 

0.5% 

S$836.1億 

シンガポール 

［出典：シンガポール政府公表資料、Analysis of Revenue and Expenditure Financial Year 2020］ 



３．シンガポールと日本の予算 

（２）2020年度一般会計・歳出予算 
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給与関係経費 

20兆2,876億円 

（22.4%） 

一般行政経費 

40兆3,717億円 

（44.5%） 
 

公債費 

11兆6,979億円 

（12.9%） 

維持補修費 

1兆4,469億円 

（1.6%） 

投資的経費 

12兆7,614億円 

（14.1%） 

公営企業繰出金 

2兆4,942億円 

（2.7%） 

水準超経費 

1兆6,800億円 

（1.9%） 

地方 
90兆7,397億円 

日 本 

［出典：総務省、令和2年度地方団体の歳入歳出総額の見込額］ 

社会保障 

35兆8,121億

円 

（35.5%） 

地方交付税 

交付金等 

15兆8,093億

円 

（15.7%） 
 

公共事業 

6兆669億円 

（6.0%） 文教・科学

振興 

5兆3,912億円 

（5.3%） 

防衛 

5兆2,625億円 

（5.2%） 

その他 

9兆1,856億

円 

（9.1%） 

国債費 

23兆3,515億

円 

（23.1%） 

国 
100兆8,791億円 



３．シンガポールと日本の予算 

（３）2020年度一般会計・歳入予算 
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法人税 

S$170.9億 

（22.5%） 

消費税 

S$112.7億 

（14.8%） 

所得税 

S$125.1億 

（16.5%） 

印紙税 

S$42.8億 

（5.6%） 資産税 

S$46.4億 

（6.1%） 

関税 

S$35.9億 

（4.7％） 

車両税 

S$22.6億 

（3.0%） 

賭博税 

S$26.3億 

（3.5%） 

源泉徴収税 

S$17.0億 

（2.2%） 

その他税 

S$66.7億 

 （8.8%） 

自動車割当手数料  

S$26.3億 

（3.5%） 

その他手数料  

S$36.2億 

（4.8%） 

法定機関による収入  

S$25.8億 

（3.4%） 

その他  

S$4.8億 

（0.6%） 

Ｓ＄760.1億 

シンガポール 

［出典：シンガポール政府公表資料、Analysis of Revenue and Expenditure Financial Year 2020］ 



３．シンガポールと日本の予算 

（４）2020年度一般会計・歳入予算 
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地方税 

40兆9,366億円 

（45.1%） 

地方譲与税 

2兆6,086億円 

（2.9%） 
 

地方特例交付金 

2,007億円 

（0.5%） 

地方交付税 

16兆5,882億円 

（18.3%） 

国庫支出金 

15兆2,157億円 

（16.8%） 

地方債 

9兆2,783億円 

（10.2%） 

使用料及び 

手数料 

1兆5,761億円 

（1.7%） 

その他 

4兆3,3557億円 

（4.8%） 

地方 
89兆5,930億円 

日 本 

［出典：総務省、令和2年度地方団体の歳入歳出総額の見込額］ 

所得税 

19兆5,290

億円 

（19.0%） 

法人税 

12兆650億

円 

（11.8%） 
 

消費税 

21兆7,190

億円 

（21.2%） 

その他の税 

10兆2,000

億円 

（9.9%） 

その他収入 

6兆5,888 

億円 

（6.4%） 

公債金収入 

32兆5,562

億円 

（31.7%） 

国 
102兆6,580億
円 



４．税の概要 

（１）シンガポールの税目 
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税 目 内 容 

法人税 税率は17％。各種優遇制度の適用を受けた企業は、内容により５％から15％に軽
減される。 

所得税 所得税の納税者のうち、居住者については、０％から22％までの累進課税制度に
より適用される。 

消費税 商品やサービスに支払われたお金に対して課税される。標準税率は7％。 
2021年から2025年の間に７％から９％に引き上げ予定（2022年以降の見込） 
2020年1月1日からサービスの輸入が課税対象となる。 

資産税 賃貸される不動産の所有者に課される。 

関税 シンガポールは自由貿易であり、輸出関税は比較的少なく、主にタバコ、石油製品及び
酒類に課される。また、輸入関税も少なく、主に自動車、タバコ、酒類、石油製品に課税
される。 

車両税 車両の所有制限と道路渋滞を抑制することを目的として、車両に課される。 

賭博税 競馬、サッカーくじ、ジャックポット、ラッキードローなどの賭けに対して課される。 

カジノ税 カジノ事業者に対し、カジノによる総賭博収入に対して課税される。 

印紙税 不動産売買、不動産賃貸、株式譲渡、不動産・株式の担保権設定等特定の契約文
書・書類に対して課税される。 

源泉徴収税 非居住者がシンガポールで得た所得に対して課税される。 

炭素税 25,000トン以上の温暖化効果ガスを排出する設備は課税対象となり、1トン当たり
S$5の炭素税が課される。（2019年から） 

［出典：内国歳入庁ＨＰ］ 



４．税の概要 

（２）2020年度税目別税収割合 
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所得税 

個人住民税 

個人事業税等 

31.3% 

法人税 

法人住民税 

法人事業税等 

 21.7% 

消費税 

地方消費税 

22.5% 

固定資産税 

都市計画税 

9.8% 

その他の資産課税等 

1.7% 

その他の 

消費税等 

7.6% 

相続税 

贈与税 

2.1% 

揮発油税 2.1% 

日 本 

酒税 1.2％ 

所得税  

18.8% 

法人税 

 25.6% 
消費税  

16.9% 

資産税 

7.0% 

車両税 

 3.4% 

賭博税 

3.9% 

印紙税 

6.4% 

その他 

10.0% 

シンガポール 源泉徴収税 
  2.6% 

［出典：シンガポール政府公表資料、Analysis of Revenue and Expenditure Financial Year 2020 
     財務省HP   国税・地方税の税目・内訳］ 

関税  
5.4% 

※割合は税収の合計額から算出。手数料（自動車割当手数料、その他手数料）等含まない。 

※注 2019年度 



４．税の概要 

（３）申告と納税 
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 課 税 

・申告は会計事業年度の翌年に行う 
・課税対象（属地主義） 
  国内で発生した所得、   
  国外で得た所得のうち国内で受け取った所得 
・税率は17％（2010賦課年度より） 

 納 税 

・確定申告書の提出 
 事業年度終了の日の属する年の翌年11月末を期限 
・見込所得の申告（事業年度終了から3か月以内に提出） 
・電子申告の義務化（2020年度にかけ段階的に実施） 
・申告後、内国歳入庁からの納税通知に基づき納税  

 ① 法人税 



４．税の概要 

（３）申告と納税 
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 課 税 

・申告通知を受け取った者は前年１～12月の所得 
 について４月中旬までに申告する 
・累進課税となっており最高税率は22％ 
・勤労所得控除、配偶者控除、扶養控除等がある 

 納 税 

・課税通知が４～９月の間に送付される。 
・銀行口座の自動引き落とし(GIRO)での納付が推奨  
 されている 
・GIRO以外の納付は一括払いとなる 
・納付期限を超えると５％の延滞税が課される。 

 ② 所得税 



４．税の概要 

（３）申告と納税 
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 課 税 

施行日  1994.4.1～ 2003.1.1～ 2004.1.1～ 2007.7.1～現在 

税率 3％ 4％ 5％ 7％ 

  2021年から2025年の間に7％から9％に引き上げ予定 
 2020年1月1日から一部サービスの輸入が課税対象となる 
       （国外企業によるオンライン映像、音楽ストリーミングの配信等） 

 納 税 

・年間売上高がS$100万以上の企業は内国歳入庁にGST登録 
・自社の商品やサービスを国内で販売・提供する際にGST 
 を徴収する義務がある 
・GST登録会社は四半期ごとにGSTの計算結果を電子申告 
・申告・納付期限は各計算期間終了日から1カ月以内 

 ③ 消費税（財・サービス税、GST） 
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５．自動車関連収入 

自動車購入時に関係する税・手数料等 
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例）排気量1,600cc未満、炭素排出基準(CEVS)Bのガソリン車 
  トヨタVIOS Eの新車を2019年9月に購入した場合 

①車両輸入価格（OMV）                 13,866 
②関税（Excise Duty)  20％                       2,773 

16,639 
③消費税（GST）     7％                       1,164 
④車両税                                     220    
⑤追加車両税（ARF）                       13,866 
⑥自動車割当手数料(所有権利証(COE))(カテゴリーA 2020年1月第1回入札)       35,320 

基本原価    67,209 
その他（ディーラーの販売収入など）                     18,998 

 

店頭販売価格 86,207 

［出典：シンガポール陸上交通庁（LTA）公表資料、Cost(S$) For Cars Registered in Jan 2020] 

［単位：S$] 
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政府の交通政策の一環で、自動車の費用を高くすることにより、購入意欲を下げ、交通渋滞等を抑えてい
る。 
歳入予算のうち、自動車割当手数料は第4位、車両税（下記④と⑤）は第6位の収入源となっている。 



６．関係機関 

（１）財務省（MINISTRY OF FINANCE) 

   ○シンガポールの財政の執行・管理について責任を負う。    
  ○22の部局により構成。 
   財務省管下の４つの法定機関等と連携。 

（２）財務省管下の法定機関 
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機関名 業 務 

内国歳入庁 
（The Inland Revenue Authority of Singapore） 

政府に代わり、税の支払管理、評価、徴収、執行を行う。
また。税に関し、政府に助言を行い、国を代表する。 

会計・企業統制庁 
（The Accounting and Corporate Regulatory 
Authority） 

シンガポールの企業、ビジネス、経理発展のための環境
整備を行う。 

公営賭博管理庁 
（Singapore Totalisator Board） 

競馬やその他のギャンブルが正当かつ健全に実施される
よう管理する。また、ギャンブルから得た収入をＮＰＯ
法人等に寄付する。 

会計委員会 
（The Singapore Accountancy Commission） 

シンガポールの会計関係機関の発展を促進する。 

［出典：シンガポール財務省HP、Singapore Government Directory］ 



６．関係機関 

（３）内国歳入庁組織図 
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リスクコンプライアンス
戦略・管理課 

税政策・国際税課 

法人税課 

個所得税課人 

納税者サービス課 資産税課 

捜査課 

消費税課 

法人・サービス部 

国際税務・国際関係課 

法人開発課 

執行課 

情報通信課 

法務課 

歳入・法人サービス課 

内務監査局 

国際・投資・間接税部 

内国歳入長官・ 
最高執行責任者 

個人部 ビジネス部 

［参考：シンガポール内国歳入庁HP］ 
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